
1 

2020 年 9 月 8 日 

日本銀行京都支店 

 

 

管内金融経済概況 

【総 論】 

京都府・滋賀県の景気は、新型肺炎の影響により、悪化した状態が続いているが、

一部に持ち直しの動きがみられる。 

需要面をみると、個人消費は、経済活動の再開に伴い財の前年比は減少幅が縮小し

ているが、飲食サービスを中心に低調な動きとなっている。観光は、大幅に悪化して

おり、厳しい状態が続いている。設備投資は、大型投資が一服しているほか、非製造

業を中心に収益環境の悪化を背景に案件を先送りする動きがみられることから、弱め

の動きとなっている。住宅投資は、横ばい圏内の動きとなっている。公共投資は、公

共施設の建築工事や高速道路関連工事などを中心に増加している。こうしたもと、生

産は、下げ止まっており、一部に持ち直しの動きがみられている。また、雇用・所得

環境をみると、新型肺炎の影響により、労働需給・雇用者所得ともに一段と弱い動き

となっている。 

今後については、当面、新型肺炎の影響から悪化した状態が続くとみられるが、経

済活動が再開していくもとで、徐々に改善していくとみられる。こうした中、新型肺

炎の帰趨、政府等が打ち出している各種経済対策の効果、米中間の貿易摩擦を含む海

外経済の動向、それらが管内経済に与える影響等に注視していく必要がある。 

 

【前回からの変化】 

総括判断 個人消費 観光 設備投資 住宅投資 公共投資 生産 雇用・所得 

        

 

 

 

前回から改善度合いが強まっている、または悪化度合いが弱まっている。 

前回から変化なし。 

前回から改善度合いが弱まっている、または悪化度合いが強まっている。 
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１．需要項目別動向 

個人消費は、経済活動の再開に伴い財の前年比は減少幅が縮小しているが、

飲食サービスを中心に、低調な動きとなっている。 

7 月の主要小売業販売額は一頃と比べ前年比の減少幅が縮小しているもの

の、低調な動きとなっている。業態別にみると、百貨店売上高は、営業再開後

のペントアップ需要もあり一頃と比べ前年比の減少幅が縮小しているものの、

低調な動きとなっている。スーパー売上高は、新型肺炎の影響により内食需要

等が高まる中で、食料品を中心に増加している。家電販売額は、来店客数の回

復等により持ち直している。コンビニエンスストア販売額は、減少している。

ドラッグストア販売額は、増加している。 

このほか、乗用車販売は、来店客数の回復に伴い持ち直し基調にあり、前年

比の減少幅が縮小している。 

―― 主要小売業販売額（7月）は、前年を下回った（前年比：▲4.1％）。 

―― 京都地区の百貨店売上高（7月）は、前年を下回った（前年比：▲21.1％）。 

―― スーパー売上高（7月）は、前年を上回った（前年比：＋1.4％）。 

―― 家電販売額（7月）は、前年を上回った（前年比：＋11.8％）。 

―― 乗用車の新車登録台数（7月）は、前年を下回った（前年比：▲17.4％）。 

観光は、新型肺炎の影響により大幅に悪化しており、厳しい状態が続いてい

る。 

主要宿泊施設の宿泊客数および主要観光施設等への入込客数をみると、京都

府北部や滋賀県を中心に国内観光客で持ち直しの兆しがみられるものの、前年

比で大幅な減少が続いている。 

―― 京都市内の主要ホテルの宿泊客数（7月、延べ人数）は、前年を下回っ

た（前年比：▲78.6％）。この間、客室稼働率は、前年を下回った（20.1％

＜前年同月：77.1％＞）。 

設備投資は、弱めの動きとなっている。 

2019 年度の設備投資は、製造業における新技術向け投資や能力増強投資、非
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製造業における店舗の出店や改装、ホテルの新設などから、前年を上回った。 

2020 年度の設備投資は、新型肺炎による不透明感が強い中、前年度を下回る

計画となっている。製造業では、新技術向けの工場・設備の新設・増設投資が

みられている一方、多くの企業において、大型案件が一服していることから前

年を下回る計画となっている。非製造業では、大型案件の一服に加え、観光や

消費関連を中心に売上高減少や収益悪化を受けて、改装投資等を先送りしてい

ることから前年を下回る計画となっている。 

―― 管内企業短期経済観測調査結果（2020 年 6 月調査）の 2019 年度の設備投

資額（含む土地投資額）は、前年度を上回った（前年比：＋18.8％）。 

2020 年度の設備投資額（含む土地投資額）は、前年度を下回る計画（前

年比：▲4.9％）。 

住宅投資は、横ばい圏内の動きとなっている。もっとも、足もとでは新型肺

炎の影響がみられている。 

分譲は増加傾向にあるものの、貸家、持家に弱めの動きがみられる。 

―― 京都府の新設住宅着工戸数（7月）は、貸家の減少を中心に、前年を下

回った（前年比：▲6.5％）。 

―― 滋賀県の新設住宅着工戸数（7月）は、分譲の減少を中心に、前年を下

回った（前年比：▲25.0％）。 

公共投資は、増加している。 

公共施設の建築工事や高速道路建設工事などがみられている。2020 年度６

月補正後予算（投資的経費）では、京都府・京都市では前年を下回った一方、

滋賀県では上回っている。 

―― 京都府内の公共工事請負金額（7月）は、国の増加を中心に前年を上回

った（前年比：＋29.6％）。年度初来累計では、前年を上回った（前年比：

＋73.2％）。 

―― 滋賀県内の公共工事請負金額（7月）は、市町村の増加を中心に前年を

上回った（前年比：＋12.5％）。年度初来累計では、前年を上回った（前

年比：＋15.7％）。 
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２．生産 

製造業の生産活動は、下げ止まっており、一部に持ち直しの動きがみられて

いる。主な業種別にみると、電子部品・デバイスは、通信基地局向けが堅調に

推移する中、スマートフォン向けが弱めに推移しているものの、全体としては

自動車向けを中心に下げ止まっている。汎用・生産用・業務用機械は、弱い動

きとなっている。輸送用機械は、持ち直しの動きがみられている。窯業・土石

は、下げ止まっている。化学は、弱い動きとなっている。和装関連では、低水

準の生産が続いている。 

―― 京都府の鉱工業生産指数（6月）は前月を上回った（季節調整済前月比：

＋9.1％）。 

―― 滋賀県の鉱工業生産指数（6月）は前月を上回った（季節調節済前月比：

＋12.5％）。 

３．雇用・所得 

雇用・所得環境をみると、新型肺炎の影響により、労働需給・雇用者所得と

もに一段と弱い動きとなっている。すなわち、有効求人数の減少に加え、有効

求職者数が増加していることから、有効求人倍率が低下しているほか、採用の

手控えや雇止めの動きによって、雇用保険被保険者数の伸びの鈍化がみられて

いる。 

―― 京都府の有効求人倍率（7月）は、前月を下回った（1.04 倍＜前月：1.13

倍＞）。 

―― 滋賀県の有効求人倍率（7月）は、前月を下回った（0.81 倍＜前月：0.83

倍＞）。 

―― 京都府の雇用保険被保険者数（7 月）は、前年を上回った（＋0.8％）。 

―― 滋賀県の雇用保険被保険者数（7 月）は、前年を下回った（▲0.1％）。 

４．物価 

物価は、横ばい圏内の動きとなっている。 

―― 京都市（7月）の消費者物価指数（生鮮食品を除く総合）は、教育（幼稚

園保育料）や諸雑費（保育所保育料）等が下落した一方、住居や食料、教養
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娯楽等が上昇したことから、前年を上回った（前年比：＋0.4％）。 

―― 大津市（7月）の消費者物価指数（生鮮食品を除く総合）は、交通・通信

や教養娯楽等が上昇した一方、教育（幼稚園保育料）や諸雑費（保育所保育

料）、被服及び履物等が下落したことから、前年を下回った（前年比：▲

0.4％）。 

５．倒産 

企業倒産は、落ち着いた動きとなっている。 

―― 倒産件数（8月）は、前年を上回った（30 件＜前年同月：29 件＞）。 

―― 負債総額（8月）は、前年を下回った（10 億円＜前年同月：41 億円＞）。 

６．金融 

貸出は、増加している。 

―― 貸出（7月）は、法人向けを中心に前年を上回った（前年比：＋6.6％）。

この間、新型肺炎の拡大の影響により運転資金需要が増加している。 

預金は、増加している。 

―― 実質預金（7 月）は、法人、個人を中心に前年を上回った（前年比：   

＋7.2％）。 

貸出金利は、低下傾向にある。 

―― 貸出約定平均金利（7月、総合、ストックベース）は、前月を下回った

（0.848％＜前月：0.864％＞）。 

以  上 

  

【問い合わせ先】 

日本銀行京都支店営業課 眼
がん

龍
りゅう

、茨木
いばらき

 

Tel 075-212-5151（代） 

E-Mail：kyouto@boj.or.jp 

（一之助） （円香） 

日本銀行京都支店 広報キャラクターの「円香」と「一之助」です。 

本稿の内容について、商用目的で転載・複製を行う場合（引用は含まれません）は、予め当店まで

ご相談ください。引用・転載・複製を行う場合は、出所を明記してください。 



6 

管内金融経済概況・図表編 
１． 需要項目別動向 

（１） 個人消費 

① 主要小売業販売額 

 

（出所） 経済産業省「商業動態統計」 

（注） 百貨店・スーパー販売額、コンビニエンスストア販売額、ドラッグストア販売額、家電大型販売額を当店で合算。全店ベース。 

    内訳は寄与度を示す。 

② 京都地区の百貨店売上高 

 

（出所） 京都百貨店協会、経済産業省「商業動態統計」    

（注） 京都地区百貨店は、17/11 月以降、当店が集計・公表。 

③ スーパー売上高 

 
（出所） 経済産業省「商業動態統計」    

（注） 全店ベース。滋賀県は百貨店を含む。  
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④ 家電販売額 

 

（出所） 経済産業省「商業動態統計」 

（注） 全店ベース。 

 

⑤ 乗用車新車登録台数（含む軽乗用車） 

 

（出所） 日本自動車販売協会連合会、全国軽自動車協会連合会 

 

（２） 観光 

① 京都市内の主要ホテルの宿泊客数（延べ人数） 
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② 京都市内の主要ホテルの客室稼働率 

 

（出所） 京都市観光協会「京都市観光協会データ月報」  

（注） 対象ホテル数は、月毎に変動する場合がある。 

 客室稼働率は、本年と前年は同一ホテルベース。２年前のデータは対象ホテル数が異なる場合がある。 

 

（３） 設備投資 

① 設備投資額（含む土地投資額） 

 

（出所） 日本銀行京都支店「管内企業短期経済観測調査結果」 

 

② 生産・営業用設備判断 D.I. 

 

（出所） 日本銀行京都支店「管内企業短期経済観測調査結果」  
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③ 着工建築物床面積（非居住用） 

 

（出所） 国土交通省「建築着工統計」 

 

（４） 住宅投資 

新設住宅着工戸数 

 

（出所） 国土交通省「建築着工統計」 

 

（５） 公共投資 

公共工事請負金額 

 

（出所） 西日本建設業保証他「公共工事前払金保証統計」  
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２．生産 

鉱工業生産指数 

 
（出所） 京都府「京都府鉱工業指数」、滋賀県「滋賀県鉱工業指数」、経済産業省「鉱工業指数統計」 

 

３．雇用・所得 

（１） 有効求人倍率 

 

（出所） 厚生労働省「一般職業紹介状況（職業安定業務統計）」 

 

（２） 雇用人員判断 D.I. 

 

（出所） 日本銀行京都支店「管内企業短期経済観測調査結果」  
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（３） 雇用保険被保険者数 

 

（出所） 厚生労働省「雇用保険事業月報・年報」  

 

４．物価 

消費者物価指数（生鮮食品を除く総合） 

 

（出所） 京都府「京都市消費者物価指数」、滋賀県「消費者物価指数（大津市）」、総務省「消費者物価指数 全国」 

 

５．倒産 

企業倒産（京滋計） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（出所） 東京商工リサーチ「京都府企業倒産状況」、「滋賀県企業倒産状況」  
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６．金融 

（１） 貸出 

貸出残高 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（出所） 日本銀行京都支店 
 

（２） 預金 

実質預金残高 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（出所） 日本銀行京都支店 
  

（３） 貸出金利 

貸出約定平均金利（総合、ストックベース） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（出所） 日本銀行京都支店 

（注） （１）～（３）の定義等については、日本銀行京都支店ホームページ－公表資料－時系列データ－金融関連指標の「注釈」を参照。 

 当店作成の金融関連指標（貸出、実質預金、貸出約定平均金利、銀行券受払高）にかかる時系列データは、当店ホー
ムページ（https://www3.boj.or.jp/kyoto/kouhyou4.html）に掲載しています。 
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